
平成１６年度市町村普通会計決算（速報）の特徴について

１ 特 徴

（単位：百万円、％）(1) 決算規模
区 分 歳入総額 増減率 歳出総額 増減率
政令指定都市 １，２７２，０１２ △０．６ １，２５１，８１５ △０．６

(１，２７９，５１９) （△２．０） (１，２５９，７８７) （△２．０）
市 町 村 １，０００，５９３ △０．２ ９７０，４５６ △０．３

(１，００２，４３８) （０．１） (９７２，８９９) （△０．０４）
県 計 ２，２７２，６０５ △０．４ ２，２２２，２７１ △０．５

(２，２８１，９５６) （△１．１） (２，２３２，６８６) （△１．２）
※ 平成１６年度地方財政計画の伸び率 △１．８％

（単位：百万円）（２） 決算収支
区 分 実質収支 赤字団体 単年度収支 赤字団体
政令指定都市 ７，９７９ ０／２ １，９６４ １／２

(６，０１６) （０／２） (△１８３) （１／２）
市 町 村 ２４，９０５ １／８３ ４，９９７ ４６／８３

(２１，６９８) (２／９４) (２，７０４) (３７／９４)
県 計 ３２，８８４ １／８５ ６，９６１ ４７／８５

(２７，７１４) (２／９６) (２，５２１) (３８／９６)
・ 実質収支額が赤字となる団体は、大牟田市のみで13年度以降４年連続赤字となっている。
また、昭和56年度以降赤字となっていた川崎町については、24年ぶりに黒字に転化した。

（３） 歳 入
・ 地方税や基金からの繰入金が増となる一方で、地方交付税及び特例地方債（赤字地方債）であ
る臨時財政対策債が減となったため、歳入全体としては微減となった。

（４） 歳 出
・ 義務的経費は、児童福祉費や生活保護費の増により、扶助費が増加した。
・ 投資的経費は、普通建設事業費が大幅減となった。

（単位：％、百万円）（５） 財政指標
増減率区 分 経常収支比率 90%を超え 地方債現在高

る団体数
０．７政令指定都市 ９０．９ ２ ２，１９２，２０９
（３．０）(８８．６) （０） (２，１７７，３６５)
２．１市 町 村 ９４．８ ６４ １，０７１，９１７
（４．６）(８９．３) （３４） (１，０５０，１４４)
１．１県 計 ９４．７ ６６ ３，２６４，１２７
（３．５）(８９．３) （３４） (３，２２７，５０９)

※経常収支比率の平成１５年度全国市町村平均 ８６．７％

※ （ ）内の数値は、平成１５年度決算の数値である。
※ 上記の表中の「市町村」欄は、政令指定都市を除く８３市町村にかかるもの。

問題点
・ 経常収支比率の上昇にみられるように、財政構造の硬直化が一段と進行していること。
・ 地方債現在高が増嵩傾向にあること。
・ 民生費・衛生費に係る市町村の財政需要が引き続き増大することが見込まれること。
対策等
・ 極めて厳しい財政状況や国・地方を通ずる構造改革（三位一体の改革）の動向を踏ま
え、中・長期的視点に立った計画的な財政運営を行う。
・ 「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」（新地方行革指針）に基
づく行政改革大綱の策定及び具体的な行革の取組みを明示した集中改革プランの公表
を行い、事務事業の見直し、組織の簡素効率化、定員管理・給与の適正化など行財政改
革の一層の推進を図る。
・ 市町村合併の推進により財政基盤の強化を図る。


